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現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ⅱ）

－世界貿易の二元的構造の成立と解体一

高良倉成＊

UnstableDemand-SuppIyBalanceintheWOrldEconomy(2)：

RiseandFalloftlueBipolarPatteminWOrldTrade

KurashigeTAKARA

肛牒な枢機を経瞼したとすれば、それは貿易パ

ターンに反映されていると思われるからである。

ただし､ヨーロッパからの対途上諸国・地域向け

輸出がヨーロッパＧＮＰに占める比率は1830年頃

に１％弱で1910年頃に３％弱であったことにみら

れるように．')､また1998年における｢開発諸国｣の

GDPに占める対途上諸国向け輸出の割合が４％

弱(対外輸出全体では17％弱)であることにみられ

るように．2)、国際貿易は経済活動の－面を表す

とはいえ、交換媒介的分業連関の表層にすぎな

いから、その過大評価は世界経済分析において

は慎まねばならない。以上のことに留意しなが

ら、各国・地域の輸出入にみられる商品別栂成

（貿易特化構造)と貿易相手先の地域別構成(貿
易方向）のパターンの変化の考察を軸に、世界

経済の大まかな歴史的変遷をいわばその表層の

次元で考察するのがここでの目的である。

Ｉ１Ｉｌ:界経済分析の焦点と問題次元（第５７災）

ｕｌｌｈ界貿易の二元的櫛造の成立と解体(本無）

1節すでに所与の分業連関とその位朴’

２節特化構造と貿易方向の複合的パターン

３節貿易欄造の硬直性とその含意

４節二元的構造の解消と現代的世界貿易

、古典的アプローチによる諸論点の再構成（次

築）

Ⅳ資本主義的部門における労働力需給

Ｖ生産力不均等発展と産業需給バランス

Ⅵ現代世界経済の基層としての２つの需給バラ

ンス

はじめに

それぞれの諸国・地域における資本主義的部

門の発達にとって、諸国横断的な交換媒介的分業

連関の存在は所与の前提であったことが近年来強

調されてきた．そのことと、諸国横断的な分業巡閲

は諸国･地域それぞれにおける盗本主溌的部liVの

発達に伴って変化しつつ今日に至っている、という
従来型認識とが矛盾なく両立しうるものであること
を､まず１節で確認する。そのうえで、２節以降

では、国ごとの貿易データをもとに貿易パター

ンの変遷について考察する。資本主義的部門の
発達に伴って諸国横断的な分業連関がいくつかの

１節すでに所与の分業連関とその位相

国制史や王朝史に偏向していたことへの反省
のせいか、近年来の歴史研究では交易史の研究

が盛んであった．a)。また、グローバル化や国際

交流などの今日的関心への対応の必要性に由来

すると思われるが、貿易依存度の高いなかで高

成長を持続した1970.80年代以降の一部のアジ

*社会科教育教室
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ア諸国の経験を背景に、モノやヒトの移動の活
発さを過去に投影してアジア史を再解釈する論
調も噴出してきた。世界貿易あるいは少なくと
も広域貿易網の成立が、産業革命以降の現象と
はかぎらないという点はそれらによってたえず
獺翻されてきたといってよい。その問題の根本
的な理解のためには、交換媒介的分業が一方で
は諸国横断的な経路をもつと同時に、他方では
社会的に部分化ないし周辺化されることを明確
にしたポランニー（KPolamy）の業績を踏まえ
る必要がある。

社会にはその構成員の社会的諸関係を規制す

る多様なルールが成立しているが、社会的諸関

係には１Ｍの移Iliiiが伴い､そして１Ｍの移転には｢互

酬」と「再分配」と「交換」という３つの原理

があることをポランニーは強調した鋤。その後

の多くの研究者に了解されてきたその分類を路

鰻しよう。まず、その内部における財の移転が

交換以外の原理に立脚する社会を共同体と定義

する。そうすると、交換は共同体の内部では成

立せず、共同体と共同体との間で成立するとい

う命題がその定義から派生する｡5)。かつてマル

クス（ＫMarx)が提示しポランニーや宇野弘蔵

によって再強調されたこの命題は、トートロ

ジーといってよいが､しかし重要な命題である。

各共同体はその内部で成員間の交換関係の成立

を許容できないから、共同体の成員にとって交

換による財の獲得が必要であるとすれば、その

交換の相手は当該共同体に帰属しない者であ
り、その取引の舞台として共同体と共同体との
間に独立の非共同体的領域が創出され、ざらに

はまた社会的諸関係への交換原理の浸透を防ぐ
ための政治的調整が施されるであろう、という
推蹄がその命題から導かれる。この推論を適用
して貿易を含む市場交換の社会的榊造とその歴
史的過程を明確にしたのがポランニーであった
が、彼の誕識を踏襲することによって世界経済
が顕在化していく歴史的脈絡を素描することも
可能となる。

貿易活動を政治的統治領域を越えた隅地間取
引という意味で理解するかぎり、それは古き昔
の世から存在していたから、連続性や相似性を
誇張しないかぎりという条件付きで、世界貿易

を語ることは近代や現代のみならず古代や中世

においてもおそらく許されるが、しかしその場

合の貿易は管理貿易という様相を強く帯びてい

た。ポランニーによれば、管理貿易には「貿易

港」体制と帝国圏における「朝貢貿易」体制と

いう２つの基本型があり、貿易港には独立した

小国家の機関である場合とより広域的統治権力

の管轄下にある場合とがある｡`)。近年のアジア

史研究でよく目にするようになった「港市」と

いうのは独立の国家権力をもたない貿易港に相

当し、「港市国家」というのが貿易港に立脚する

独立小国家に相当すると思われる。ポランニー

が注目したヨーロッパやアフリカの脈絡におい

ても世界貿易の早期の存在が確認されているよ

うに、アジア的脈絡においてもまた、港市や港

市国家という拠点で連結する貿易関係と、帝国

の総括権力がその「華夷秩序」を形成・維持す

るために組織した朝貢貿易体制とが交錯して、

早期に世界貿易が展開していたのである．?)。

早期という表現はあいまいであるが、時期の

特定は歴史研究の領域であり、ここでは厳密ざ

をそれほど必要としないであろう。要は、いわ

ゆる近代や現代に先行する時期であることさえ

確認できれば、ここでは足りるのである。

ところで、もし交換媒介的分業が恒常化する

ことによって交換当事者の取引が特定の非共同

体的領域（可視的場としての市場）に限定され

なくなっていく場合には、実体的拠点を超越し

た市場という観念が社会成員間に浸透していく

と考えられる。そしてその場合の市場とは、空

間の限定がない個別取引ごとの交換の総称で

あって、市場のプロセスやメカニズムも特定の

場や特定の周期的時期に限定されて展開される

ものではなく、経済循環全体を背後で規制して

いる「見えざる手」のごときものに転化してい

く。それに対して､管理貿易的状況においては、

交換取引の実体的拠点を「見える市場」として

具体化きせつつ社会的に封じ込めたうえで、そ

れらを連接した財の移転経路が実現されている

といってよい。

共同体の成員ではない多国籍(ないし無国籍）

的商人たちは、大市を遍歴したり、商業都市や

港市や港市国家を拠点として活動することを保
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そのような「見える市場」の形骸化過程には、

既存の商工業勢力の共同体的秩序(ギルド規制）

を解体・再編成する過程がしばしば含まれる。

世界経済が顕在化する条件は、ギルド規制の流

動化・再櫛築を伴いながら、多くの「見える市

場」の緩衝機能が形骸化していくことにあると

考えられる。

ヨーロッパ圏を軸にした世界経済の顕在化が

語られる場合､１６世紀以降の現象とする理解が

定着しつつあるが、いわゆる第三世界のなかで

真っ先にヨーロッパ的llf界経済に連接されるよ

うになったのは、ヨーロッパ勢力の侵入が商人

的ではなく暴力的だったカリプ海諸島をはじめ

とするラテンアメリカ世界であった。そこでは

緩衝機構を漸次的に形骸化していく過程が省略

されたがゆえに、いきなり世界経済に組み込ま

れやすい状況がつくりだされた。

それに対してアジアでの世界経済連接部分の

拡大は､１８世紀におけるイギリス東インド会社

によるベンガルの制圧やオランダによるジャワ

およびその周辺の港市国家群の制圧などを契機

に、漸進的に進行したと思われる。またカリプ

海諸島やアメリカ大陸への奴隷の供給源となっ

たアフリカの場合、人間（奴隷）は生産物では

なく、それゆえ奴隷供給は交換媒介的分業連関

を構成していたわけではなかろうから、奴隷貿

易にアフリカが供給側として巻き込まれたこと

は世界経済を拡大させる条件ではあったとして

も、交換媒介的分業連関という側面でみるかぎ

り奴隷供給地域そのものは世界経済の構成要素

ではなかったと考えるべきであろう。ポラン

ニーが「経済と文明」で考証の対象にした奴隷

貿易の拠点ウイグは、ダホメ王国からの遠隔支

配を受けた「貿易港」であり、なかなか形骸化

しない緩衝装置の代表例だったからこそ取り上

げられたのであった。アフリカで世界経済へ連

接する地域が台頭するのは、鉱山やプランテー

ションの開発が進行した19世紀終盤以降であ

ると思われる。

ちなみに、交換関係の浸透を社会的に局部的

なものにする緩衝装置の形骸化は、ゆるやかで

漸進的な過程と考えるべきであろう。産業革命

で一刀両断にして世界市場や資本主義的世界体

証され、外国人商人の居留区に居留できたが、

そこは非共同体的領域として社会的に封じ込ま

れている。市場が見えるものであるかぎり、市

場的世界と非市場的世界との識別は容易であ

り、そのような市場の封じ込みが成立している

かぎり市場の平和と自由は権力によって保障さ

れる。

共同体間交換取引の担い手であるがゆえに諸

共同体の統治権力からはかなりの程度独立した

商人勢力とその活動は、多くの場合ギルド（な

いしそれに類似の団体）という法人的社会組織

を形成して展開された。各ギルドは商人勢力に

とっては一種の共同体のようなものなのであろ

う。内部構成員にはキルド的規制を課し対外的

には自由な交換関係を基本とするそのような商

人勢力相互の間では、その対他関係は交換関係

であり、交換原理に立脚する行動規範に従うと

いう点において共通性・互換性があった。この

ことの確認は、侵略や支配・被支配の問題とは

次元が異なる問題設定をするうえで重要である

と思われる。インドにおける商人や手工業者の

ギルド的単位での組織的区分はカースト制にお

ける区分と融合する側面をもっていたようであ

り、港市に存在するそれらギルド的勢力と同類

視されえたことがポルトガル人勢力が商館を築

くことを可能にした1つの条件であったことも

示唆されている゛印。アメリカ・カリブ地域への

ヨーロッパ勢力の侵略・侵入の場合とは異なっ

て、アジアやアフリカへのヨーロッパ勢力の侵

入は何よりもまず商人的・商業的であったので

ある。

つまり、商人が非共同体的領域を舞台とした

流通次元の活動のみに専念する資本主義的事業

にとどまるかぎり、交換関係は各共同体の内部

をも巻き込むことはない。巻き込まないからこ

そ商人には貿易従事が保証されていたといって

もよい。ところが、社会的諸関係が交換の力学

に左右されないようにするための緩衝機能を果

たす定期市や大市や港市や港市国家などの緩衝

機能が形骸化されると、各社会は交換の力学の

影響を受けやすくなり、他の社会の諸生産単位

との交換媒介的分業を構成する当該社会内の諸

生産単位を組み込む度合いが増すことになる。
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ろケースも登場するようになる。諸統治領域相

互間の貿易という現象もまた資本主義的部門の

発達に対応して変貌していくことになる。

剛の確立へ向かって迩進する産業革命後の世界

を想定することは、それ以前の諸国横断的な分

業連関の存在を軽視することに劣らず一面的な誇

張であるといわねばならない｡ウォーラステインが､イ

ギリス産業革命以前のみならず以後においても、

｢近代世界システム｣ないし｢資本主義的世界一経

済｣はく中心一(準周辺)－周辺＞という構造から成

るが､それを構成しない｢外囲｣もまた世界には存在

すると強調したことは．9)、踏襲きれるべき認識であ

ると思われる。

ところで、資本主義的事業群が生産を組織し

つつ貿易に従事することが活発化したとして

も、各社会において資本主義的経済が成立した

り交換関係が全面開花したりする保証はない。たと

えば、ラテンアメリカ地域の少なからぬ部分が早期

に世界経済に組み込まれたといっても､その内部で

は交換関係を局部化する社会力学が作用して交

換関係の全面開花が封じ込まれたということは十

分に考えられろ｡つまり諸国横断的な交換媒介的分

業連関に連接している部分を内包していることと、

その社会に交換関係が多様に浸透することとは必

ずしも同じことではない。

要するに、交換媒介的分業連関は、市場が社

会的に局部化・周辺化されて緩衝機能を果たし

ている場合には、その広がりや密度は制約され

たものであった。しかし他方で、交換関係の浸

透を社会的に局部的なものにするそのような緩

衝装置が広範に散在することによって、流通経

路としては多数の統治領域を横断する諸緩衝装

置相互間のネットワークが存在し、諸統治領域

相互間の貿易もそれにともなって現象した。と

ころが､商人的･商業的なそのようなネットワー

クに包摂された諸緩衝装置が漸次的に形骸化さ

れていくことによって、既存の多様な生産様式

の一部がしだいに資本主義的生産という性格を

帯びていく。つまり、それぞれに多様な制度的

条件をもつ多くの社会に資本主義的部門が付着

していくが、この部門はまた流通ネットワーク

との連携のもとでそれぞれの社会で発展する。

そしてやがて一部の社会経済において、資本主

義的部門がその副次的部分性を脱却して当該社

会経済の動態を左右する主要な部門となること

によって、資本主義的経済という性格を獲得す

2節特化構造と貿易方向の複合的パターン

ハンソン（J､RHansDn）の推計によれば、１９

世紀における「世界貿易参入国」数は1860年

代まで急速に増加してほぼ出揃い、その後は頭

打ちになった．'0〕。それゆえ、１９世紀前半およ

び中盤の貿易成長率は高かったと推測される

が、実際、1820-70年期間の輸出数篭の年平

均成長率は推計可能なＯＥＣＤ９カ国平均で

42％であり、１８７０－１９１３年期間の同９カ国平

均3.5％〈１６カ国平均では3.9％）より高かっ

た．u)。その後､1913-50年期間の世界貿易の

全般的な停滞(１６カ国平均で1.0％)、第２次大

戦後の「黄金時代」（1950-73年）における急

成長（同8.6％)、石油危機以降の相対的減速

（同4.7％）を経験してきた．１２)。以上のような

拡大テンポのうねりのもとで、諸国・地域の貿

易構造はどのように変化してきたか検討しよ

う。

（１）主要貿易諸国の貿易構造

まず何よりもヨーロッパ諸国の貿易構造から

取りあげる。世界貿易を様変わりさせたのはそ

れら諸国における資本主義的活動の展開であっ

たからである｡その場合､｢イギリス資本主義｣を

すべての出発点にするやり方は過度のイギリス

中心主義的観点であり、避けねばならない。服

部春彦の研究によれば､１８世紀におけるフラン

スは対西インド貿易においてイギリスを凌ぐほ

どであったし、また拡大するスペイン＝アメリ

カ（カリブ海諸島と大陸とを含む）間貿易にお

いてスペインからの輸出品のかなりの部分がフ

ランス製麻織物であって、同世紀半ばには繊維

製品がフランスからの主力輸出品となってい

た。しかしフランス革命やナポレオン戦争、そ

して主要貿易相手である植民地サンードマング

の独立（ハイチ共和国）などによって、輸出に

占める工業品のシェアは縮小し商品別構成でみ

た輸出構造は１日に復してしまう｡】8)｡他方のイギ
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高良：現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ⅱ）

リスの場合､航海条例制定後の１７世紀後半からおそらく､19世紀のイギリスの貿易構造は１８

植民地物産の大陸ヨーロッパ向け再輸出が急増世紀との連続性と非連続性という両面をもって

し、１８世紀を通じて輸出の約３割が再輸出でいる｡生産と流通を担当する事業組織としては、

あった．'4)。以上のことは、１８世紀の世界貿易毛織物・麻織物・絹織物などは問屋制工業とい

におけるイギリス製工業品の位置を過大評価すう産業組織のもとでの生産であり、それを羊毛

べきでないことを示唆している。マーチャントのような委託代理商が輸出した。

主要工業品の生産コストと価格の低下によるそのような卸売商業のネットワークの存在を所

競争優位にもとづく１９世紀の輸出成長の場合与の前提として、主要な国産輸出品の綿製品へ

とは異なって、１８世紀までのイギリスからの輪のシフトが生じたが、イギリス綿工業において

出の増大はイギリス内外での需要の変化に規定も多くの場合は綿製品専門輸出商が輸出し

されていたといわれる。すなわち、イギリスへた゛'6)｡卸売商業のネットワークはいぜんとして

の輸入の増大はアメリカ産やアジア産の新規イギリス貿易を支える重要な要素であったわけ

（珍奇）財およびヨーロッパ産の工業用原材料であるが、それらの担い手がすべてイギリス国

に対するイギリス国内需要の増大によるもので籍であったのではなく、1850年代までランカ

あり、イギリスからの再輸出の増大はアメリカシヤーとヨークシャーでの輸出業務の８分の７

塵やアジア産の新規財に対する北欧や西欧の側から４分の３は外国商社によってなされたとい

の需要の増大、およびアジア産やヨーロッパ産われる．'7)｡ナポレオン戦争によって大陸側の多
の財に対するアメリカ植民地の側の需要の増大〈の商人や金融業者がイギリスに活動拠点をお

に支えられていた．'0)。それらに加えて、イギリくようになったが、そのかなりの部分が貿易業

ス製造品に対するアメリカ植民地の側の需要増務を兼営したのである゛'89。

大がイギリス国産品輸出の増大を促した。その貿易相手先分布という観点からイギリス貿易

ような各種財の流通には多種多様な中間業者が構造の特徴を浮き彫りにしてみよう。１８世紀の

従事していたが、各地のそれら中間業者とその英仏両国の貿易方向について要約した表Ⅱ－１

取引連鎖を総括的に調整していたのは主要港湾をみると、フランス貿易の地域別構成は変動が
都市に拠点をおく商人や卸売業者であった。激しく一貫しないが､イギリスの場合はＵＳＡ独

ｊＩｍ－１英仏iliUilの劉易相手先構成（％）

データlIU；i〉DeBne,Ｐ.■ndW・ACoIe,Bri歯hEcDnomlcGmuutlbl6881959:TTEndBand副mctu7でO2nded.,CBmbrid蔀Ｕ凪,l96ZmbIe璽
脳御i鯵「フランス近代貿掛の生皮と凪閲」ミネルヴブ薗研．1992年、戒”、２３，３ﾕＬ３５゜ ０

－１７－

イ

ギ

リ

ス

173031

紬５“i

lH72ね

89.90

IV1730-31

欄５０５１

川７２.商

8９９０

l730L31

鮒５０５１

人７２掬

8990

ヨーロッパ

５
４
２
５

花
關
弱
諏

１
１
４
２

沁
樋
砺
皿

51.8

464

342

378

北米

β
０
０

０
６
３

１
２
２

6,9

11.2

8.7

ａ７

９８
２
５
３

１
４
７

１
１

i1iインド

２
９
０
８

口
■
■
■

７
４
２
１
１
１

１
１
５
８

６
４
２
３

５
９
７
９

己
０
■
●

創
氾
麹
、

束インド

２２

６．４

＆１

14.6

１
０
０
４

１
２
．
１
１
８
０
２
６

■
■
●
●

２
４
６
７

１
１
１
１

その他

３
６
７
２

菰
８
４
３
１
１

８
７
３
９

Ｐ
Ｄ
Ｐ
０

５
０
２
４

１
２
２
２

１
５
４
４

５
９
１
５
１
１

変蝿係放

鞄
湖
郷
相

１
１

泌
加
釦
、

１
１
１
１
例
銘
仙
釦

フ

ラ

ン

ス

I741P48

鯖沁河

川180001

11421

1741Ｆ4８

伯７１J７７

入180001

1９２１

ヨーロッパ

６
８
８
８

泓
趣
卯
ね

9ｑｌ

イギリス

２８

３０２

０．１

９」

5,7

【JＳＡ

1.7

6.6

3.4

柚喫地等

123

14.9

6.7

４櫓

その他

102

8,0

004

3.9

ｎ
期

９
■

７

変異係致

９
７
５
５

３
３
９
３

１
１
１
１
汕
蜘
畑
釦



琉球大学教育学部紀要第５８集

変Ｈ－２ヨーロソバのＴＩ(場mIK先Nil比（％）
例
郷
鰯
卿l~Ｉ

fL・タイ|Ⅱ肝）BllirⅨh,Ｐ,,〔icoIrmplIimI；lJwlllIwmIr『m(kpIlKlliullP`nIliur()I)0.ionlf(》r《PiRn’１１Tl〔lMr【DnllIU)(1t〔)11)7()．
伽urnalol抑nIpum陸lDIIoIniG1lli51onW⑥1.3,Ｎo`3,1974/Iilhl(94,9.

紀11112'0比|}Ｒﾄﾞし|jｶﾞIlIl3紀後1tlu昨'11ｋｹＩするこ

と、およびｈ|アフリカおよび】`|アジフ'll1け輪111

のシ､エアはそれとほぼ逆のパターンであったこ

とが,j《されている《，この場合Iこも対ヨー[リソバ

|(りけ輪111と対アフリカ・アジアｌｉＩけ輪lⅡとが代

待的であった観がある`，そのような留易力|(１に

おけるシェアの浮沈についてはベイロヅク（PL

Bairoch）によって明快に整理されており、１８００

－１９７２年期111におけるヨーロッパからの輸出

に占める対途上諸国向け輸出の割合はつぎの４

つの時期にわたって上下動してきた．',)｡すなわ

ち､アジア植民地化の影響によって1860年頃ま

では上昇し、そのあとヨーロッパ内自由貿易政

策の影響によって1880年頃までは低下し､さら

にその後はアフリカ植民地化の影卿などもあっ

て再び上昇したが、先進諸国相互貿易が進展し

た1950年代以降は低下した｡貿易方向にみられ

るそのような大まかな経緯は、ヨーロッパと途

上諸阿との1111の農エ分業的パターンが1911ｔ紀

に入って1860年頃まで漸次的に進行し、一定

の小休ll2の１１J]１１１１を経て､ふたたび1911t紀終盤か

ら2011t紀１１１半までの時期に進行したが、２０世

紀後半には崩れていったということを示唆して

いる。

iXに伴うWI際政桁皿)鷹撚があったにもかかわ

らずかなり･･側した俊化を示したことが分か

る。ヨーロッパの比爪が低下して、それ以外の

地域の比繭が上昇したのである⑪ｊＭｌｌｉヨーロッ

パとその他に集'１]し続けているiilj輪lIlを除い

て、段右IWiの喪興係敷（平均に対する標幽偏差

の比）で傭11i１度をみると、輸出入ともに係数が

かなりの低水準まで低下している。つまり偏り

が'１､さくなり、各地域と満週なく貿易ＩＭＩ係を成

立させていくというのが１８世紀半ば以降のイ

ギリスの特徴なのである。産業革命以前にすで

に展開していたその傾向は、表Ⅱ－２にみられ

るように､少なくとも輸出に閲するかぎり１９世

紀に人っても進行し続け何世紀後半以降は係数

が低位俊定的になる。1U:界貿易における雄軸と

しての地位が確立したといってよいわけである

が、それは既存の卸売商業のネットワークの存

在、19世紀に入ってから顕在化する綿工業の髄

争優位、および公式・非公式のｲif1足地主綻的拡

扱などの楓合iMlWi結であったと思われる。

災１１－２にはまた、イギリスのカクヨーロッバ

向け輪ljlのシェアが18(i0年Wiまで低下して全

輸出の約３分の１の状態が腿〈持続したあと鰯

２次大戦後に再上昇すること、および対アジア

向け輸出のシェアはそれとほぼ逆のパターンで

あったことが示されている。イギリスからの対

ヨーロッパ向け輸出と対アジア向け輸出とが、

長期史的にみれば代替的であった観がある。フ

ランスを含む大陸ヨーロッパの場合、対ヨー

ロッパ向け輸出（つまりイギリス向け輸出と大

陸ヨーロッパ賭図間相互貿易)のシェアが20世

（２）貿易特化構造の基本類型

以上は貿易方向に即した特徴点の整理である

が、つぎに各国貿易の特化構造のパターンから

比較類型分析を試みよう。まず、輸出に占める

工業品輸出の割合（、）と輸入に占める一次産

品輸入の割合（p）という大ざっぱな指標から、
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高良：現代世界経済における需給バランスの不安定性（ｕ）

てきたか作図することができるが、実際のデー

タをそのままプロットした図よりもなめらかで

連続的な線で単純化して、特化構造の変化の軌

跡にはＩ～Ⅳの４つのパターンがあるとみなし

て図Ⅱ－１に示した唾'〕・西欧諸国は先行ケース

でかつ軌跡「に近く（Ａ型特化構造にほぼ２世

紀間留まったイギリスを含む)、ＵＳＡは軌跡」

に相当し、日本は例外的ケースとしての軌跡。

に相当する。先進諸国の多くがＡ型特化構造を

示していたと同時に多くの途上諸国がＢ型を示

していた時期には、世界貿易は二元的構造の観

を呈していたわけであるが､しかしそれは１９世

紀終盤から２０世紀前半にかけての特質であっ

たといわねばならない。世界貿易の二元的構造

は第２次大戦後には解消傾向をみせてきたので

ある。具体的データで確認しよう。

UNCTYmが公表した貿易データ（1976～９８

年）より、ｍとpの値を求めてプロットしたもの

を図Ⅱ－２として掲げた。ＯＥＣＤ加盟の２１国

囮Ⅱ－２■■特化■■の⑭EＰ

次の４つの類型に区別する。工業品を輸出して

一次産品を輸入するタイプ（ｍもｐも大）をＡ型

とする。つぎに、一次産品を輸出して工業品を

輸入するタイプ（ｍもｐも小）をＢ型とする。さ

らに、一次産品を輸出して一次産品を輸入する

タイプ（ｍが小でpは大）をＣ型、工業品を輸出

して工業品を輸入するタイプ（ｍが大でPは小）

を、型とする。

諸国・地域がＡ型とＢ型のみで構成されてい

る場合の世界貿易は、典型的な農工分業的パ

ターンであり、貿易特化構造という観点からみ

た世界貿易が二元的構造を成しているとみなす

ことができる。ルイス（WALewis）が「世界

の分割」として強調したところによれば、１９世

紀に世界経済の変容をもたらしたのはまずイギ

リス産業革命であり、つぎにそれがもたらした

２様の余波として、一方では産業革命の軸と

なった主要産業の輸入代替という課題が一定の

諸国に突きつけられ、他方ではヨーロッパ内で

もヨーロッパ外でも一次産品を生産して輸出す

る機会を増加させたことにある⑫o》。それはＡ型

のイギリスを基軸にして二元的構造を強化しな

がら世界貿易が拡大していく過程といってもよ

いであろう。

100

ｐ

因Ⅱ－１貿易特化構適の４つの田圃と軌跡
50

血
弗

輸
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に
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データ'9,,画OCT滴DLHmam亡凶■画趣上■麺四ｍ津郷．

で先進国を代表させ、途上諸国についてIま東ア

ジア７国（中国・インドネシア・フィリピン・

タイ・マレーシア・フイジー・韓国>、南アジア

５国（バングラデシュ・パキスタン･インド・

スリランカ・ネパール)、ラテンアメリカ１３国

（アルゼンチン・ジャマイカ・ニカラグア・コ

ロンビア・ペルー・チリ・トリニダードトバゴ．.

｡
３０１００％

位出に占めろ■沿凸竹岡の割合（、）

ｍとｐについての長期データをもとに各国･地
域の特化構造がどのような軌跡を描いて椎移し
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品輸入の制約へと展開する、という悪循環によ

る世界貿易の低迷が強調されたりもした｡”｡そ

して多角決済網の機能不全を含む戦間期の世界

経済の混乱の基礎的要因の１つは、この世界農

業問題であったことが従来しばしば指摘されて

きた．閉〕。

ともあれ、世界大恐慌の衝撃が続いた期間は

別として、一次産品貿易は工業生産と一定の安

定的比率で対応しつつ成長してきた。世界の一

次産品貿易成長率の世界工業生産成長率に対す

る比率で弾力性化）をみると、1881～１９２９

年期lUjにおいてα＝0.87となることをルイス

が示した.25)。１９５３～７７年期ＩＩｉにおいてはα＝

0.83になるという分析結果もある､蝿)｡つまり工

業生産が１％成長すると一次産品貿易が0.87％

ないし083％成艮するという対応関係が､１９世

紀終盤以降続いていたのである。世界貿易が顕

著な二元的構造を示していた時期においては、

Ｂ型特化構造をもつ国およびそこに所在する諸

生産単位は、αが１より小であるという状況の

もとで、貿易関係を媒介にして世界経済に巻き

込まれていたことになる。

「巻き込まれる」という表現を使ったからと

いって、世界経済を実体視しているわけではな

い。UNCTAD報告書が強調しているように．27)、

企業や金融機関が超ナショナルに運営されてい

るという仮想状態がグローバル経済であるのに

対して、現実の世界経済はナショナルな要素を

引きずっている諸経済活動単位が諸国横断的な

相互依存関係を形成している状態である。換言

すれば、世界経済は、諸生産単位相互間の交換

媒介的分業連関に各国民経済相互間の国際関係

が交錯する関係像である。そこには各個別生産

単位や各国民経済からは相対的に独立した関係

力学、とりわけ産業需給バランスをめぐる力学

がある。巻き込まれるのはその力学に対してで

ある｡そしてある一定の条件を満たしたときに、

その巻き込まれかたは「従属的」になる。

ブラジル･ベネズエラ･ウルグアイ･バルバドス・

エクアドル･ボリビア)、北アフリカ４国（アル

ジェリア・チュニジア・エジプト・モロッコ)、

サハラ以南アフリカ１３国（カメルーン・マダ

ガスカル・マラウィ・ガボン・モーリシャス・

フランス領ギアナ・セネガル・エチオピア・ザ

ンビア・トーゴ･中央アフリカ共和国・ケニア・

コンゴ）の諸地域に分けて表示してある。

図に明らかなように、OECD21国はＤ型の度

合いを強くし、途上諸国のうち東アジアと南ア

ジアも、型の特徴を獲得している。ラテンアメ

リカとサハラ以南アフリカと北アフリカはまだ

Ｂ型の位置にとどまっており、またラテンアメ

リカとサハラ以南アフリカの場合は80年代終

盤以降にｍの上昇がほぼ停止していることにも留

意すべきであろうが、大まかにはＤ型へ向かう方向

を示してきたといってよい。現代の途上諸国の大ま

かな特徴としては、かつての西欧諸国や日本の経

験とは異なり、Ａ型を経由することなく直接Ｂ型から

Ｄ型へ向かう軌跡、のパターンをたどりつつあると

みなしてよいと思われる。

世界貿易の二元的構造が成立していた時期に

関しては、貿易利益の享受が工業品輸出側と一

次産品輸出側とでは異なることが交易条件悪化

論として論じられてきた。他方でまた、一次産

品の需給をめぐる問題として、工業化諸国が農

産物輸入を自由化できずむしろ国内農業保護を

する内部事情をもつことと複合されて､｢世界農

業問題」が注目されてきた麺。１９世紀終盤以

降の世界経済にはこの解決困難な問題、すなわ

ち農産物を軸とする一次産品の供給超過状態を

解消できないという問題がビルトインされた

のである。農産物輸出国側でも工業品翰出国側

でも農業生産調整が困難で、供給の縮小調整が

回避され供給超過状態が温存されるために、価

格面での調整作用が働く。工業品輸出国側では

農業保護体制下にあるから価格下落圧力は農産

物輸出国側にとって恒常化し、農産物の対工業

品交易条件悪化が農産物輸出への特化の著しい

諸国の国際収支困難に転化して、そのことへの

対応としてそれら諸国が工業品輸入を制限した

ため工業品需要が低迷し、それがまた転じて工

業品輸出国側での外貨獲得能力の低迷と一次産

3節貿易構造の硬直性とその含意

貿易パターンは、貿易品目構成のあり方から
■

把撮される貿易特化構造と、貿易相手国・地域

－２０－
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られろ。前者の場合はあえて貿易方向の偏りを

回避する必要は生じない。偏向を回避し代替的

貿易相手を模索する潜在的必要が生じるのは後

者のケースであるが、同時にそれは弾力的な選

択が困難なケースでもある。そして貿易の対

GDP比が高くかつその貿易方向が経済外的要

因によって偏向している場合には、貿易相手先

の選択の余地が著しく制限きれるから、貿易の

不安定性は当該国,地域の経済にとって重要な

制約条件になる。途上諸国の多くは経済外的要

因に拘束されて貿易方向が硬直化したという経

験をもったから、この側面が独立前のみならず

独立後の旧植民地諸国の経済的困難の要因とし

てしばしば想定されてきた。

そこで、貿易方向での偏向とその硬直的持続

の程度や様相について簡単に確認しよう。１９１３

年時点のラテンアメリカ諸国を輸出先シェアの

集中状況に即して分類すると⑫印､全般にＵＳＡの

シェアが高いとはいえ、しかしイギリスのシェ

アが高い諸国やドイツ・フランスのシェアの高

い諸国などもあり、経済外的要因が少なからず

作用していたことを示唆している。ラテンアメ

リカ以外に関しては表Ⅱ－３にいくつかの国の

輸出に占める筆頭輸出先国のシェアを示してあ

るが、８割を超える経験をした国と５割に満た

ない国まで多少のばらつきがあり、必ずしもそ

れらの経験を一般化できない。またそのシェア

がピークに達した時期も国ごとにバラバラであ

り、同時代的共通性というより個別的な政治状

況にもっぱら関連していると考えたほうがよさ

そうである。たしかに､1980年にそのシェアが

再上昇したケースは第２次大戦後の米ソ冷戦体

制とも絡んだ国際政治的事情との関連がかなり

ありそうであり、より親米的なグループとより

親ソ的なグループという分類がある程度可能な
上嬰輸出先側のシェア（％）

の構成のあり方から把握される貿易方向との両

面から特徴づけられる。前節はその２つの側面

に焦点をあてて貿易パターンの長期史的変遷を

描く試みであった。その延長上で貿易構造の硬

直性について位置づけることができる｡つまり、

特定品目への貿易特化の持続性と､特定相手国・

地域への貿易方向の持続性という両面から貿易

構造の硬直性を問題にすることができる。

（１）貿易方向の硬直性

まず貿易方向の側面での硬直性から検討しよ

う。貿易方向の硬直性が問題になるのは、貿易

関係が当該国経済の不安定要因となる場合であ

る。輸出の対GDP比(輸出率)がある程度の高

さであれば、その国からの輸出先が地域的に偏

向していればいるほど､当該国のＧＤＰの動きは

特定の輸出先国の景気動向に左右されるであろ

う。世界大恐,慌の影響はアジアよりもラテンア

メリカにおいて深刻であったが、その１つの要

因は後者からの輸出先の大きな割合を占める

USAがより深刻な危機にあったからである’2町。

ただ、かつてのラテンアメリカ諸国のように輸

出率が高くかつ輸出先が偏向しているほどその

輸出先の景気に左右されるとしても、輸出先の

選択肢が弾力的であれば当該国経済への影騨は

ある程度回避できよう。輸出先の弾力的な選択

が困難なときにこそ、貿易方向の硬直性は輸出

側にとって問題になる。そこで輸出先の選択可

能性について考えよう。

ある国・地域にとって貿易方向が硬直的にな

る理由は、既存の貿易相手国での販売条件（輸

出の場合）あるいはその国からの購入条件（輸

入の場合）が他国が代替できないほど良好であ

る状態が持続するか、それとも経済外的要因で

拘束されて持続するかのいずれかであると考え
表Ⅱ－３途｣二閲の輪111にＩ途｣二閲の輪111に占める主婆補出先ＩＨＩのシェア
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こではとくにフランク（A､GFmnk）の従属輪

が示唆した識別基準に関連づけながら考察す

る。フランク従属論の骨格は、交換媒介的分業

を構成する諸生産単位を含みもつ各国・地域経

済相互の間にはく中枢一衛星＞という非対称的

構造が不可避的に形成され、衛星の側で「低開

発の発展」が進行することを強調したことにあ

る゛31)。それはまた､衛星的位置を経験してきた

ラテンアメリカにおいて、①輸出経済構造を維

持しようとする当該地域の農業・鉱業経営勢力

と、②外国製品との競合から身を守ろうとする

当該地域の工業経営勢力と、③U堺的中枢の側

の商工業経営勢力という三者の相互関係におい

て、①と③が同盟して②を抑圧するというパ

ターンが展開したという主張で#'1強されてもい

る．32)｡つまり、まず輸出経済の形成が進行し､そ

の輸出経済を維持・存続させる政治システムが

当該輸出経済地域で台頭することによって、そ

れは衛星的輸出経済となる。その衛星的輸出経

済の従属的性格はその貿易構造上の特徴に反映

される．33)。

フランク自身の特徴づけを超えて再規定する

ために、ある製品の産出額（鷺）に対する輸出

額（量）の比率である輸出生産比率と、輸出入

品構成における特定品目の割合すなわち貿易栂

造上の特化の程度とに注目しよう。輸出依存的

経済は、主力輸出品の輸出生産比率が高〈（条

件１)､かつ貿易構造上の特化が著しいという状

況(条件２）を､長期持続的に定蔚させるとき(条

件３)、従属的経済となる｡フランクの従属テーゼを

そのように貿易特化構造上の条件で捉え直したう

えで､該当可能なケースについて検討しよう。

先の時化構造の４類型（Ａ型～、型）を用い

ると、特化の著しいケースの最も大ざっぱな目

安としてＡ型とＢ型とに注目すればよいから、

18世紀から２０世紀半ばまでＡ型を長期持続し

たイギリスと２０世紀後半に頑強なＡ型を示し

た日本、Ｂ型としてはかつてのＵＳＡやオースト

ラリアなどの温帯入植国と途上諸国のうち一次

産品輸出の拡大を経験した諸国とに目を向けれ

ばよいことになろう。

まず、イギリスのケースを表Ⅱ－４に即して

みてみよう。イギリスからの輸出に占める比重

それらの経験に関しては同時代的共通性がいい

うるかもしれない。総じていえば、その程度や

進行時期が多様で特殊的でありながらも､多くの途

上諸国が経済外的要因による特定相手国への貿

易方向の偏向を経験したといってよいであろう。

ただ、もし貿易方向の偏向が経済外的要因に

よって生じているならば、経済外的要因による拘束

が解消するかあるいは級むと、貿易方向の硬直性

も解消する可能性をもつはずである。そのことに関

連して、植民地や政治的従属国としての経験およ

びそのような状態からの脱却の経験が貿易方向の

あり方にどのように反映されてきたかについて、英

仏両国とその旧植民地･従属諸国との貿易構造に

焦点をおいたクライマン(B・K1eiman)の研究があ

るので、それを参照しよう｡この場合に従属国という

のは､国際法上の国家主橘が認知されていない政

治的従属国(ないし地域)のことである。

1941-43年に独立した旧植民地(、１群)と､そ

の後47-48年までに独立した旧植民地(Ｄ2群)、

55-58年までに独立した１日植民地(、3群)､60年

時点の従属国(Ｄ４群)につき､その対宗主国(ない

し旧宗主国)貿易の当該国貿易全体に占める60-

62年時点のシェアをみると､ほぼＤ４群→Ｄ３群→

Ｄ2群→、1群の順で高いから､植民地状態とそれ

から脱却した状態とでは明らかに貿易方向の偏り

のあり方に違いがあるし、脱植民地の効果は貿易

方向の変化にはかなり急速に現れる殉o)。

植民地支配の経験や政治的従属国の経験は、

貿易方向の側面においては顕著な偏向とその硬

直性を特徴としていたことは間違いないといっ

てよいが、しかし、宗主国の変化（交代）や政

治的独立などの政治的システムの変化によって

貿易方向（とくに輸出方向）は可変的になりや

すい。換首すれば、現代まで尾を引いている一

次産品輸出国・地域の「従属」経験の問題を貿

易構造の硬直性という側面から捉えるには、貿

易方向にみられる偏向に反映されたものとして

考えるよりも、特化榊造の硬直性に即して考え

ねばならないことを意味するはずである。

（２）貿易樹上構造の硬画1上

そこでつぎに、貿易品目構成の特化のあり方

･の側面から貿易構造の硬直性を考察するが、こ
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波ｕ－４イギリスfY易の商品別梢成の椛秘（％）

データﾊﾄ所）ＭａｌＭａａＰ,oT11eFi耐IndUslTi2lNalion､2,.Gd.､ＭｕＩ１ｕｅ瓜1983.'1､松〃曲Iｴか眺『攻illpi願・IiA初の］:栗
１N家』１１本｡f姑＃Iも、１９甜年、１．Ｍt13～16．DpanoPandW.ＡCole`BliI1shEconDmIcCrowthl6881959:、ends
■ndSlructu虎O2nded.p1967.耐ble43047･別.５６

ikl）1760年代までイングランIFとウェールズ、１鰹0年'よプリテン．５０『ﾄﾞ以降は述nIiIUl：粕UIlにはiﾘ輪11(が含まれる「なね．
「他mtl2照」はﾉﾄﾞ鉄金賦、楓樋剛、１ＩＭＬ輸送手ntのｎ０Ⅱである

ih2）伯Ⅱ}MIM山の欄の［］lAIは醜l〔ｌ１ｆｌＶＭの欄１Ｍ(伽比邪た猪し､他、I:jISの叫介l」卿供のみの比中である

イギリスの例は衛星的経済の従属性を捉えるう

えで１つの参考材料にはなると思われる。それ

はまた従属というキーワードを援用する論調に

おいて少なからず蔓延してきた思い込み、すな

わち中枢は常に利益を得るという素朴な溌論が

現実的根拠をもたないことも示唆していよう。

世界経済への従属の問題は、強国の側の一方的
利益と政治的に支配され従属させられた側の一

方的不利益の問題として処理するよりも、より
一般的に問題設定すべきものといわねばならな

い。すなわち、自由貿易主義にもとづく政治力
学とマクロ経済的生産力上昇との間の整合性の

問題であり、自由貿易主義が理念を超えてある

国の貿易榊造を実際に長期間拘束する場合に
は、当該国の自由貿易主義的政策の強度と工業
生産成長率やＧＤＰ成長率とが逆相関の関係を
示すかもしれないという問題である．35)。それ
は、自由貿易主義が弊害をもたらすという命題

を原理的に証明可能かどうかの問題ではなく、
また２０世紀後半にもそのまま類推適用できる

という問題でもない。ただ、過去の歴史的経験
としては基本的なパターンであった可能性があ

り、そしてイギリスがその代表的事例の１つで

あったかもしれないということである。

換言すれば、保護主義的であることが１人当
たりＧＤＰ成長と正の相関を示したかもしれな

いということであるが、その点については最近

注目すぺき研究が現れた。保護主義的傾向がま
ず農業関連で強まりやがて工業関連でも保護主
義的になっていった19世紀終盤から２０世紀初
頭において､欧米10カ国の関税水準と経済成長
とのあいだには正の相関があったという実証研

において､18世紀には毛織物が19世紀には綿製．

品が主力輸出品であった。１８世紀の輸出におけ

る毛織物への特化は著しいが､「国民的産業」と

称されたものであるから内需の比重が高かった

（つまり輸出生産比率は低かった）であろう。

ところが１９世紀の場合は､綿製品の比瞳は世紀

後半以降しだいに低下していくとはいえ主力輸

出品であり続けたと同時に、輸出生産比率のほ

うも1820年に５３％、1850年には６１％、１８９０

年には７１％ときわめて高くかつ上昇趨勢を示

したく,つまり、主力輸出品の輸出生産比率が高

くかつ特化が著しい状態を、自由貿易主義を掲

げる政治システムが長期持続させたケースとし

て、１９世紀イギリスを考えることができる。他

の欧米諸国が関税障壁のもとでいくつかの主要

工業品の輸入代替を実現するにつれ、それら諸

国市場へのイギリス製品の参入が困難になる

が、新工業品への多角化ではなく、イギリスは

１日工業品（綿製品の他に鉄工業製品や鉱業品＝

石炭も含まれる）に特化したままアジアやラテ

ンアメリカ市場へと輪出先構成の転換・多様化

を選択し、｜まては輸出先が帝国圏へのシフトを

強めていく。それがイギリスエ業の相対的活力

を低下させた、というのがよく指摘されること
であるｗ)｡輸出面での１日工業品への特化の持続
は「衰退のエンジンとしての輸出」としてすら

論議きれたりもしたようである．35)。

１９世紀イギリスの経験を従属性の参考事例

に持ち出すのはいささか極論にみえるかもしれ
ない。しかし、特化している主力輸出品の需要
が中長期的には頭打ちになるという特徴と、貿
易特化栂造力蠣直的であるという点において、

-２３－
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究である．”･そのような正の相関を現出させた

理由として、関税が最終財・消費財に対する資

本財の相対価格を低めることで投資率を高めに

誘導したこと、およびイギリス以外の欧米諸国

はより低生巌性の農業のウェイトがまだ高かっ

たから、構造変化効果が強く作用したことなど

が指摘されている。低生産性の農業からより高

生産性の製造業への労働力移動（高生産性部門

のシェア拡大）を、工業関税は促進し農業関税

は抑制するが、工業関税のほうの促進効果がよ

り強く働いたため、関税に象徴される保護主義

的傾向はマクロ的経済成長に正の効果を及ぼし

たというのである．郷】。

ところで、1930年代まで輸出生謄比率の掛

かった主要輸出品の例としてＵＳＡの綿花と日

本の生糸がある。商品輸出総額に占める比重で

みると、ＵＳＡの原綿は1820年代から７０年代ま

で５割前後であるが（南北戦争の影響のある年

は除く）、８０年代以降は３割前後に落ち、１９２０

年代にはさらに１割程度に低下した．`，)。つま

り、ＵＳＡのかつての主力輸出品（原綿）が全輸

出に占める比重も輸出生産比率もともに同時に

高かったのは1870年代あたりまでであったの

であり、その２つの条件の同時充足という貿易

撫造は19世紀後半（少なくとも終盤）には解

消したといってよい。また南部綿作地帯の勢力

の強さがあったとはいえ、ＵＳＡは保艘主義的で

あったことで知られるから、従属性の条件を満

たしていないケースとみなすべきであろう。

日本からの輸出額に占める生糸の比重は

1870年代はじめ頃こそ45％であったが、８０年

代以降1930年頃まで３割前後を維持したあと

急減した．⑬)｡つまり生糸の輸出生産比率がきわ

めて高かったときには、輸出面での生糸への特

化もある程度（全輸出の３割前後）著しかった

のである。しかしながら、輸出入両面でみた貿

易特化構造としてはかつての日本は必ずしも明

確なＢ型を持続したわけではなく、むしろBC折

衷型ないしＡＣ折衷型だったから、貿易構造が

硬直的であったとはみなしがたい。第２次大戦

後にはたしかに世界的にみて例外的といってよ

いほどの極端なＡ型を示したのではあるが、し

かし雁行形態仮説に立脚する溌論が強調してき

たように、継起的な輸出代替が進行することに

よって特定の主要輸出品の輸出生産比率が高い

状態を長期持続することはなかった。欧米諸国

に対して従属していた状態から脱従属状態への

転換を実現した例外的ケースという想定のもと

に、日本はフランク従属仮説に対する代表的な

反証事例とされることがあるが、しかしながら

そもそも従属性の目安となる３つの条件の同時

充足という貿易榊造を日本は経験したことがな

いであろうから、それはもともと従属状態を経

験しておらずそれゆえ反証事例にもなりえない

のである。

途上諸侭|の主力輸出iW1のシェアに関しては、

１９世紀についてのハンソンの災証研究と､191M：

紀半ばから1980年頃までのミッチェルの歴史

統計を参照することができる．｣!〕･輸出シェアに

おいて筆頭の商品が同一であり続けたケースと

変化していったケースとがあるとはいえ、第２

位や第３位の一次産品を含めると一次産品の

シェアはより高位安定的な数字になるから、通

常理解されてきたように需要の所得弾力性が大

きくない商品への特化が著しいと考えてよいよ

うに思う。またそれら諸産品は輸出生産比率も

高かったと推測しうるし、さらに自由貿易を旗

印にしながらの植民地主義的な政治的強制に拘

束されたであろうから、３つの条件を満たす

ケースが途上諸国のなかに少なからず存在した

とみなして大過ないと思われる。それゆえ、従

属論がラテンアメリカ世界の特殊性を反映した

汎H)性に乏しい仮説であるとみなす搬論は安易

な速断であり、従属論に対する正当な評価とは

いえないであろう。該当ケースがラテンアメリ

カに多いことはたしかであろうが、しかし問題

はラテンアメリカであるかどうかということよ

りも、むしろ３つの条件を充足したケースであ

るかどうかということなのである。

ところで、「従属性｣の含意を明確にすること

の意義は、３つの条件を同時充足している状態

は国民経済の持続的成長にとってリスクが大き

く、リスク回避的反応が惹起されるであろうこ
とを展望できることにある｡その回避的反応は、

主力輸出品の輸出生産比率の高さを抑制するこ

とに焦点がおかれるか、輸出および輸入面での

－２４－
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特定商品への特化を解消することに焦点がおか

れるか、さまざまであろうと推測される。国民

経済次元ではそのようなリスク回避的反応が惹

起されると想定してはじめて、第２次大戦後に

おける世界貿易の二元的構造の解体傾向も考察

しうるであろう。

たしかに、従属アプローチについては多くの

批判があった。細かく検討する余裕はないが簡

単にサーベイしておこう。第１に、従属学派が

注目した主要な現象の１つは輸出モノカルチュ

ア化の歴史と一次産品の対工業品交易条件の傾

向的懸化であったから、それに対する批判とし

てそのような交易条件の傾向的悪化はそもそも

存在しないという反証がある。たとえばキンド

ルバーガー（oKindleberger）やベイロヅクな

どは、交易条件の長期的悪化傾向の存在につい

て否定的である．他)。第２に､輸出向け一次産品

を生産したのはラテイフンディオではなく小農

層であった事例が少なくないという反証であ

る。小農の市場反応的合理性を強調するレイサ

ム（A､Ｊ・Latham）のみならず．③、いわゆる

「接合」論議の強調点の１つもまた小農層の内

発的力学であった゛44)。第３は､輸出向け一次産

品生産への依存の経験が工業化を伴う１人当た

りＧＤＰの成長をもたらした事例があることを

示すことであり、ステイプル仮説として知られ

る．媚)｡第４は輸出部門の相対的ウェイトの問題

に関するものであり、たとえば途上諸国の１９世

紀の輸出データを整理・分析したハンソンは、

対外貿易が経済発展と結びつきうる条件とし

て､①ＧＤＰに占める輸出部門の比重が大きいこ

と、②輸出（とくに１人当たり輸出）の成長率

が高いこと、③成長促進的な（少なくとも成長

抑制的でない）生産関数のもとでの比較優位財

であることをあげ、①と②の条件を満たすケー

スすらほとんどなかったから、③の条件である

成長促進的であったか否かあるいはそれを逆転

させて成長抑制的であったか否かという点を過

大視して問題にすべきでないと主張してい

る．46)。

第１の批判に関しては実証上の問題でありこ

こでは保留しよう。第３の批判については、た

しかにカナダのケースはステイプル仮説に適合

するかもしれない。あるいは要素交易条件を持

ち出してルイスが強調した温帯入植地域には妥

当するかもしれない．、。しかしながら、いわゆ

る途上諸国の経験の多くにはあてはまらないで

あろう。第４の批判については､1900年までの

データに依拠して提示されたものであってそれ

以後の時期についてまで一般化できるかという

問題もあるが、それ以上に社会経済体系におけ

る輸出部門の位置づけが平板でありすぎると思

われる。たとえば政治的従属国の多くが独立を

経験する前後まもない時期（1960年）について

のデータをもとにクライマンが提示したものを

参照すると､宗主国の政治的従属国との貿易(輸

出十輸入)が宗主国ＧＤＰに占める割合は宗主国

の投街率をかなり下回るが、従属国の宗主国と

の貿易が従属国ＧＤＰに占める割合は従属国の

投資率を上回るケースが多かった.４８)。

諸種の批判のなかでもっとも有意義なものは

第２のタイプの批判であり、フランク従属論か

らはみえない一次産品輸出経済のあり方を捉え

る基本的な要因を指摘したものであると思われ

る。つまり、一次産品輸出が奴隷制やそれに類

似の強制労働に立脚したプランテーションに

よってのみ担われていたわけではないことを明

らかにするうえで不可欠な観点である。そして

それは小農層のあり方への関心を伴い、さらに

より広い脈絡では資本主義的蓄積と労働力楕造

との関連の問題への関心を惹起する。その問題

については第、論文で触れる。

いずれにしろ、貿易パターンからみるかぎり

従属性は貿易方向とはあまり関係なく、つまり

貿易方向が集中的であるか分散的であるかとは

あまり関係がなく、特化構造にもっぱら関係が

あると思われる。そしてある社会の経済が従属

的になるうえで主力輸出品の輸出生産比率が高

く、特化が著しいという状態を、長期持続的に

充足していることが関連しているとすれば、従

属から脱却するもっとも劇的な過程は（フラン

ク自身がしばしば強調したように）アウタル

キーへの転換である。そのような劇的な転換を

別にすれば、特化の著しさや主力輸出品の高い

輸出生産比率が解消するということは輸入代替

や輸出代替が進行するということに他ならな

-２５－
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らに際立って頑強なＡ型を示していた日本もＤ

型への傾向を示しつつあり、またＢ型であった

途上国の少なからぬ部分もＤ型へ転じつつあ

る。

、型特化櫛造の一般化とは、貿易財に占める

一次産品の比重が低下して製造品の比重が上昇

するという世界的傾向パターンにほかならな

い。その内実は多様な次元で把握される。まず

諸国群の次元でいえば、製造業製品の取引関係

が、先進諸国相互間で拡大したのみならず、途

上諸国から対先進諸国向けも、さらに途上諸国

相互間でも拡大してきたという事情も付け加わ

る.４０)．製造品をめぐる諸国間相互依存が琳進し

てきたのである。

製造業製品群の次元でいえば、ＯＥＣＤ諸国の

製造品需要に占める製造品輸入の割合（輸入浸

透度）は、極端に低い日本（1970年に4％で

91年には6.1％）から殿も高いオランダ（70年

に42％で９１年には664％）まで幅があるが、

しかし軒並み上昇し、主要１３カ国平均は70年

に22.3％で９１年に32.6％であった｡")。国際標

準商品分類（SITO）の３桁分類次元で捉えた製

造品をそれに対応する製造業内諸産業分野の製

品とみなすと、ある特定分野の製品が輸出され

ていると同時に輸入きれてもいる状態である

「産業内貿易｣が全製造品貿易に占める比率は、

ＯＥＣＤ加盟２２カ国のうちノルウェーを除いて

すべての国で上昇しており、その1970年の２２

カ国平均は441％で90年の平均は57.7％で

あった．51)。類似製造品の諸国間相互浸透が､と

ぃ。しかし、輸入代替はナショナリズム醸成の
経済政策的目玉になりうるから少なくとも当該
国内部では政治的合意が成立しやすい戦略であ
るとしても、輸出代替のほうは国内の利害勢力
間の代替・対抗関係がより顕著であるから、輸
入代替過程に比べて遅滞しやすい。先の３つの
条件を充足した諸国ほどそうであろう。

4節二元的構造の解消と現代的世界貿易

１８世紀にすでにＡ型の特化構造をもっていた

イギリスの貿易方向における地域的偏向度の低

下過程は、より多くの国・地域を巻き込むこと
によって世界貿易の二元的構造を成立させる過

程でもあった。つまり製造品を輸出して一次産
品を輸入する諸国と、一次産品を輸出して製造

品を輸入する諸国．地域とが分化しつつ、相互
に貿易関係を成立させていく過程の軸にイギリ

スが位置していた。

その二元的構造が定着して以降にＵＳＡ貿易

方向の偏向度の低下過程が進行していくが、表

Ⅱ－５でその変遷を確認しよう。イギリスに即

してやったのと同様にここでも最右欄の変異係

数の動きに注目すると､輸入の側面では19世紀

終盤以降に輸出の側面では第１次大戦以降に、

係数が低位安定的になっている。やはり、ＵＳＡ

は２０世紀を通じて世界各国.地域と万遇なく貿

易関係を成立させてきたことが明瞭であると

いってよい。ただこの場合には、欧米諸国の特

化栂造が､型へ収束していく過程を伴った。ざ

漢Ⅱ－５ＵＳＡのfW場Ⅱ圷光柵成の推稚（％）
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高良：現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ⅱ）

りわけ先進諸国において琳進してきたのであ

る。

また直接投資の増大と連動した企業内貿易を

反映して、貿易品に占める中間財（とくに部品

およびコンポーネント）のウェイトが高まって

きたという特徴もあげられる．52)｡そのことはさ

らに、諸国が製造業内諸分野において特定段階

（工程）への特化を強めつつ、輸入投入財を用

いて生産した財を輸出するというパターンの顕

在化としても現れた。そのような「垂直特化に

基礎をおく貿易」の貿易全体に占める割合は、

OECD主要１０カ国で２０～２５％と推定されてお

り（1990年段階>、とりわけ機械工業と化学工

業でより顕著であるようである．鄙〕)。

Ｄ型特化構造の一般化はまた、農産物貿易の

伸びが製造品貿易の伸びに比して相対的に緩や

かであった（少なくとも価額タームで）ことの

反映であるが、そのことに関連づけてもう少し

詳しく貿易関連指標をみてみよう。

まず、国連食糧農業機関（Fyko）の公表デー

タから農産物の輸出生産比率の変化をみる．５４)。

一次農産物（cropsprimary）と加工農産物

（cropsprocessed)と家畜(livestockprimary)と

を合わせたものを農産物とみなし、1980年代前

半（'８１－８５年）および90年代前半（'９１－９５

年）それぞれの産出獄と輸出鼠のデータ（いず

れも単位は顛蹴トン）から、輸出生産比率を先

進諸国計の場合と途上諸国計の場合とについて

求めた。先進諸国計の場合は80年代前半に

6.8％、９０年代前半に６４％であり、途上諸国計

の場合はいずれも3.5％である｡つまり両時期の

あいだで輸出生産比率はほとんど変化せず、８０

年代以降の輸出数量の成長は産出量の成長に単

純に比例していたといってよい。

それに対して製造業の状況はどうであった

か、国連工業開発機関（UNIDO）の工業需給バ

ランス・データベースを用いて確認しよう．錨)。

同データベースには国際標醗産業分類（ISIC）

の４桁次元の製造業内諾産業分野につき、産出

額、輸出額、輸入額、国内需要額のデータが収

録されている。それを国ごとに２桁次元(38群

に関しては３桁）の産業分野にグルーピングし

たうえで、各分野の80年代前半（'８１－８５）お

よび90年代前半（ﾛ91-95）それぞれの合計値

から諸指標を算出し、諸国のそれら諸指標をい

くつかの地域にまとめて比較したのが表Ⅱ－６

である。それぞれの期間で２年分以上のデータ

が抽出できる２２カ国をとりあげている。

なお、同データベースには４桁次元の諸分野

すべてについて産出額と輸出入額が収録されて

いるわけではない。産出データはあるが輸出入

データが欠けている分野や、逆に輸出入データ

のみの分野、さらにはいずれのデータも記載さ

れていない分野などがある。それゆえ、２桁

（ないし３桁）へ単純に部分集計して貿易関連

指標を求めると、実質的な内容を伴わない値に

なる可能性がある。たとえば極端にいえば、３１

群（食品・飲料等）はコード3111から３１４０ま

での１６の４桁分野から成るが､産出データがあ

るのが3111から３１１９までの９分野（311群：

食品）のみで、輸出入データは3131から３１３４

までの４分野（313群:飲料）のみである場合、

単純部分集計による３１群の輸出生産比率は食

品産出額に対する飲料輸出額の比率ということ

になってしまう。そのような比率を求めても意

味がないから、輸出生産比率と輸入浸透度に関

しては産出額と輸出入額とがともに揃っている

４桁分野のみを部分集計して２桁(ないし３桁）

にしたうえで算出してある。それに対して、比

較優位指数は輸出入データのみの部分集計値か

ら求めることができるし、むしろより多くの分

野をカバーするにはそのほうが望ましいであろ

う．５０)。

さて、表Ⅱ－６からいくつかの大まかな特徴

を確認しよう。まず輸出生産比率に注目すれば、

すべての地域においてごく一部の分野を除いて

この比率は上昇した。算出のもとになるデータ

において価額タームと数量タームという違いが

あるとはいえ、前述の農産物全般の輸出生産比

率がほとんど変化しなかったことと対照的であ

るといえよう。たしかに、その他ＯＥＣＤでは下

落した分野も少なからずあるが、産出構成で大

きな比重を占める分野で上昇したため製造業計

の同比率も上昇を示した。逆に南アジアでは製

造業計の輸出生産比率は下落したが、それは産

出栂成で比重の高い32群で下落したためで

－２７－

●
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表Ⅱ－６貿易側迩lH標（％）

｜迦鰺噛乢
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くみられる。また輸出生産比率は下落するが輸

入浸透度のほうは上昇する場合､｢国内需要主灘

的」分野といえると思われるが、それは南アジ
アの32群とその他ＯＥＣＤの３３群、３４群、３６

群にみられる。その他ＯＥＣＤにはしばしば輸出

志向的工業化という特徴づけで了解されてきた
騨国やトルコが含まれるが、表Ⅱ－６から判断
するかぎり、むしろ他の地域より国内需要主導
的分野のほうが目立つ。

比較優位指数では、日本やドイツ（旧西ドイ
ツ)や台湾などが含まれていないこともあって、

すべて例外なしに製造業計はマイナスとなって

あって、その他のほとんどの分野では上昇がみ

られた。

各地域の輸入浸透度も多くの分野で上昇し

た。輸出生産比率が上昇すると同時に輸入浸透

度も上昇するということは、同種産業分野にお

ける諸国間相互浸透である産業内貿易の比重上

昇を表していると思われるが、ＯＥＣＤ諸国とラ

テンアメリカでそれがより顕著であるといえそ

うである。それに対して、輸出生産比率は上昇

するが輸入浸透度のほうは低下する場合､｢輸出

主騨的」分野といえると思われるが、それは

ASEANの88群と南アジアの85～38群に数多
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高良：現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ⅱ）

鋤の局面に立ち入らねばならない。後の第、麓
文と第・論文でそれを試みるが、その前提作業

として、次の第」論文において従来の各種麓調

を理論的に再欄成しておこう。

いる。ただ、ＯＥＣＤグループではマイナスが拡

大し、非ＯＥＣＤグループではマイナスが縮小す
るという異なったパターンがみられる。そのよ

うなパターンのなかで、ラテンアメリカと

ASEANは産出榊成でもっとも比重の高い食品．

飲料等で､南アジアとその他ＯＥＣＤも産出榊成
において大きな比重を占める繊維・衣服等で、

比較優位指数はプラスの値を示している。それ

らがかりに「比較優位」分野であるとしても、

しかしそれらは必ずしも前述の意味での「輸出

主導的」分野ではなく、むしろ南アジアの繊維．
衣服等は「国内需要主導的」ですらある。

以上、Ｄ型特化構造の一般化が意味している

ことの内実の一端をみた。ただ、製造品のシェ

ア上昇は、あくまで貿易構造の次元の特化現象

においてみられることであって、各国の国内産

業構造の次元での特化構造そのものではないこ
とに留意する必要がある。産業構造においては

農業や鉱業のウェイトは貿易榊造の次元ほど急
速に低下してきたわけではないし、またその多

くが非貿易財を生み出すサービス産業はむしろ

比重を高めてきた。

世界経済像を展望するうえで貿易樹造の顕著

な変化は重視されねばならないが、力、といって

貿易構造の次元での急激な変化を一面的に誇張
することもまた妥当ではないであろう。かつて

宇野弘蔵は「世界経済論の方法と目標」という

論文において、世界経済論は貿易論（およびそ
れを補足する対外投資論）に嬢小化されてはな

らず、肚界農業問題を焦点にして構築されるべ

きであると強調した毛7)｡それは重要なこだわり

であったと思われる。そして、先進諸国で製造

業が先導的となっていく世界経済の分析に世界

農業問題が重視されたように、一部のサービス

業が先進諸国での先導的分野とされる時代の世

界経済分析には、いわば「世界工業問題」とで

もいうべき事態こそがむしろ重視されねばなら

ない。なぜなら、世界経済分析の焦点は、将来

を担う産業についての予想や希望よりも、むし

ろ諸産業群の諸国間棲み分けをめぐる摩擦や混

乱にこそおかれるべきであろうからである。そ

のためには、貿易パターンという表層の次元を

超えて、交換媒介的分業連関における生産．労

*1）その比重値はペイロックの推計に依拠して

いる。Bairoch,PL1GeographicalSlructureand

TYadeBalanceofEumpeanForei酊lTYade

homl800tol970，JbzmocLlq／E24mpeCm

Ebo7zomzcHZsto7泌ＶＯＬ３，Ｎ0.3,1974,ｐ､592.

ちなみに、ＧＤＰに占める輸出の割合の

OECD１１カ国（オーストラリア、カナダ、デ

ンマーク、フランス、ドイツ、イタリア、日

本、ノルウェー、スウェーデン、イギリス、

ＵＳＡ）平均は、１９１３年〈19.4％）のほうが

1990年（18.7％）よりも高かった（Crafts，

Ｎ､,GlobalizationandGmwthintheTWentieth

Century,IMFWbrkingPaper,ＷＰ/00/44,Ｔｈｌｂｌｅ

2.1,)。もっとも、製造業に限定すれば、付加

価値に対する輸出の比率は1913年（38.3％）
よりも1990年（55.9％）のほうが高いのであ

るが（ibid.)。

＊2）UNCTAD，ｆね"zdboolcq／ＳＵ“iStZcs200Q

nble3-1,5-1．

＊3）たとえば以下の文献を参照。BraudeLR，
OZudJisaUjo1077zcMe7delJqecmoomdeBI

ccuPdtCMism,XVWYmlDsdecUe,ＣｏｍｅａＬｅｓ
ｊｅｚＵＣｒｄｅＬ℃cﾉ、)zge，LibrajrieArmandColin，

1979.山本淳一訳「交換のはたらき（１．２)」
みすず聲房､1988年。Hodges,Ｒ､,Ｐｒｊｍ`ｔｉｕｅ

ｃｍｄＰＣｃｚｓｃｍＯＡｍ７膳tSBasilBlackwell,1988．

WaUerstein,Ｌ,mhejWde77OIVb7ld-SZ/SIB､：

CclpfZalistAg冠c2L"247ＦｍｚｄＩｈｅＯ７ｎｉｐｉ７ｚｓｑ／
theE2LmPecmWb7ldECmzomZノｉ〃ｔｈｅ
Ｓ趣tee7ztﾉＤＣ膠?10皿mAcademiCPress,1974.川

北稔訳「近代世界システム（１．Ⅱ)」岩波書
店、1981年。

＊4）Polanyi，Ｋ・ＩｎｈｅＧ７Ｕｑｌｍｱmzq/bnmL0`olzJ
mhePoldtZcql”ｄＥｂｍｚｏｍｄＣＯ７ｉｇｉ１ｚｓｑ/Ｃｕγ

Ｔｉｍｅ,BeaconPress,1957.吉沢英成ほか訳
「大転換」東洋経済、1975年、第４～６章参
照。

＊5）マルクスが「資本論」第１巻第２章におい

－２９－
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明は、服部春彦「フランス近代貿易の生成と

腱|#1」（ミネルヴァ書房、1992年）に依拠し
ている。

*14）Mall1ias,n,７１he厩パⅢﾉﾂLdMsI1池l/WlllkJ7‘

２，．｡(1.,Mcthu(ｼ1111()83.小松芳禰ほか級「改
訂Wi版・股初の工業[】！家」１１本評論社、1988

年、鯖４表による。

*15)腋獺革命以前のイギリス貿易の動向につい

ては、Price,』.Ｍ,WhatDi(lMerchaI1LsDo?：

Ｒ(9nccIjoI1so1IBritisllOvers(§asTYa(IcI1660‐

171Ⅱ〕，JolL”0(ＭＩＱ／Ｈ)()(’7徴)miIcHjJMoｿﾞV，VUl・

XLIX)ＮＯ２,JllI1(P1989,1)l).267-284参!!(!。

*1(i>イギリス綿製ｉｌｌ１の′|i稚)111$企業とMdjm1uP11

企)1kとのIlUj1Ijについて(よ、Ill川敬・Ｉ１ＩＩ「イギ

リス経1:↑山」来人U１版会、1986年、第３、第

１itiR参１１(１，

*17）（lllaI)nIlln，Ｓ，wUcHlIs(！Ｑ／Ｍﾘﾊﾟ)ﾉ！(L犯ＩＩ

Ｂ(uwkf”,GeorgeAll〔〕、＆Unwin,1984.布［１

其生・萩原登訳「マーチャント・バンキング

の興隆」有斐附、1987年、１９ページ。

*18）CottrelI，ＲＬ.，Ｂ両UZs九０１)G7TcCus

h1UT)esUmc7zUmt'１ｅノWwctee7z仇ｃｃ?z'四７１ハ

Ｍａ(1millal1,1975．

西村閑也訳「イギリスの海外投資」早稲田大

学出版部、1992年、１４ページ。

*19）l3air()ｃｌ１１ｏｐｃ恥（本論文注ｌ）．

*20）IJewis,ＷｌＡ，ｉｎｈｅＥＴ)Ｃｌ皿ｔｆｏ７ｚＱ／ｌｈｅ

ノワEZc”z(MZo7mlECo?zo7"ｉｃＯ)Rde脇Princeton

UPl,1978.原田三葛雄訳「国際経済秩序の進

腱」東洋経済新報社、1981年。

*21）これは、ilijKL愈成「１１１界貿易と１１１界シス

テム」(本多健吉ほか｢ＩＩｔ界システムの現代的

柵Md」１１本評i傭}｣:、1994ｲ|{、節１章Dr収）の

側ｌをもとにしている。

喉22）「U上界農業IMI題」とは、宇野弘蔵の論文

「世界経済論の方法と目標」（｢宇野弘蔵著作

集」第９巻、岩波書店、1974年、所収）にお

いて世界経済鯖の主要な焦点として強調さ

れ、その後の多くの宇野継承者たちが一次産

品輸出地域の形成・発達とも関連づけながら

識鐙してきたものである。

期23)Lewis,ＷＡ,EColoomZCStmjeyl919-1939，

London,1949.石崎昭彦･森恒夫･馬場宏二訳

て提示した命題である。

虜6）PolanybK.,PorIsofLradcinearIysocieties，

Jb2mzculq｢E(ﾌo1zomicjVistmT/)Ｖ01.23,1963,

1)!).３()-45．この貿錫捲齢を日本で1illIHに応
用した例として、樅[H滋「東南アジアにおけ

る貿易港の形態とその機能」（｢世界の歴史.

１３･関アジア１１t界のllXliil」筑應播脇1969年

所収）がある．

･7）以一ﾄﾞの文献を参1M1．荒野泰典「近111:日本と

蝋アジアｊ東大出版会、1988年。欄下武志

「近代llilF1の働際的契機」》』〔大ｌｌｊ版会、ｌＵｌＸ）

年,，」:臆健治「インドネシア卿家の成立｣、

『シリーズ１１t界史への１１１１い（９）」Ｖ|波1M;1,1i、

Ｍ)】年所収`，

中B）Ｉ，eluTiul1,Ｍ.Ｎ､,Ｍ`打，〉〃７噸'Ⅱ"(ZハMU《タパt〃

Ｇ〃⑪ｍＬ４（んli"〔ｲﾊﾟﾒ１Ｍノ（'「（XlMIrIIiaPT《uMi1

1976.4k81MlMll（「ポル1Ｗルとインド：Ilr1Uレ

グジャラートのIfli人と支配肴」ザlilk欝店、

】984年、５１１Mt。

･9）WanelqsLeinIMi掲州駅（本論文１１:３)。およ

び、WiRllerst(Bi１１，１．，ｍｅＣｎ７)ZmlistIl/lrI池！‐

此ｏ７ｍｍＺ/bCambTidgeUP1,1979．

*10）HamHon1J．Ｒ､’７YmLEC”ImmsZlMo”

JEkZpm2S血℃ｍＺｈｃ７Ｗ"TZIｲﾉb鈍‘ノ8#､L・J90Q

AcademicPress,1980,ThbIe2､２．ちなみに、

「世界貿易参入ｌｉ１｣と'よ輪'１１額が200万ＵＳド

ル以上の固のことである。

゛11）Maddison，Ａ，Ｌ)!/?ｍｍｊＣノrb1℃eslMl

CnmmliSIDeTJ(】lopm(mjALo卯少Ｒｗｚ

ＣｏｍＦ，ｕｍｌＩ伽(〕ＷＣｍＯｘｌｂｒｄＵｎ，1991,Thblc

３．１５．

*12）マデイソンのデータは1989年までの

OECDlMlflの数IMIペースでみたM1合の輪１１』

成腿＊であるが、その後について１１上界全体の

NilH数量の年成長率で綱足すると､90～93年

期間は約4％、９４～97年|(Mlmは（96年の約

６％を除いて)10％前後､98年と９９年は４％

強であった(WTD,AnnualReport2000,Ｃｈａｒｔ

Ｈ－１)。ただし､価額ベースでみた輸出成長

率はそれより低く、輸出数量は拡大すれども

輸出額は低迷するというのが90年代の全般

的な特徴である。

卓13)この段落におけるフランス貿易に関する説

－３０－
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「|胱界維済論：iII大戦lIIi期の分析」新評論、

１９(ｉ９ｲﾄﾞ、第３ＩＭＩ１３噸い

*24）ただし、それはアジアにおける貿易を過小

ルドlMIliしたときの!'$微であることが雌近はつき

Ｉ)させられつつある`,杉1ji(域の(i｝f先によれば、

プジアは‐次'１i:,Ｈ１輪111による対欧米留易の1〃；

大が'１【起した地域であるが、その対欧米貿易

’よ主たに業,11,輸出ｌｊｉｌ（}1本・IIllIil・インド）

を含むアジア内＃'1でのjMIIK貿易の拡大を派化

させたのであり、そのアジアIHI別劾に１１Mして

は必ずしも戦IlU)リル低迷したわけではない

（杉１$(蝋「アジア|HⅡ!【易の１１ｼﾞ成と柵雌」ミネ

ルヴァi１１:腸、１９９６ｲ|()`，

*25）Ｌ(ywis,ＷＡ,Wnrl(11,r()(1m(･肋()11,1,1.i(:(1sall(Ｉ

ｎＷｈ(l(､リ1870-196(〕,ｿｿＷＭｌＷのAl“11”Ｓｃﾉ10〔’1(ソ

鰍｡ﾘﾘﾘ《)γ"“ｓ(wMIpF〔jcli(1Ｍs(?〃"rf恥MayI1j52．

*26)Ｒｉ(!(ＩＣ１，J.,TYa〔l(1llstllcE】IHI､(!()『(irowI｣liI1

I)cveloI)iＩ１ｇ（】ouIlLriCs：Ｒ(WiSit〔9.,Ｗm

EcmuomtcJow7mLMarchl984．

*27)UNOTAD1nud⑧“z(Z、“cJQp叩e"ＩＨＦ"｡”

ノ9”part２，ｃｌｌａＰ２．

*28)そのような特徴を鮮明に描いたものとして

次のものがある。Ｍadd崎on,A1TIDoO7qjsdsJ

Lqt"ＡｍｅγＺｃＱＣｍａＡｓｍ，I929-38a7td

ノ9”-83ＯＥＣＤ,１９８５

*29)BulmeFThomas,Ｖ,ｍｅ蛙o〃omicHIsZoγ〃

ｑ／ＬａＩＩｍＡｍｃ?VccLsi7zce〃depe7z(i”cG

CambridgeUE,1994,,able3.6,3.7参照。
*30)この段落の内容はつぎのものに依拠してい

る。Kleiman，Ｂ，TYadeandDccline（)f

CoIoI1ialism，ＤＣ(ｍｏｍ１ｌｃＪｂ”ｖｍ４８６ＩＳＧｌ)．

1976,ｐｐ､459-480．

*31）Frank，Ａ、Ｇ，Ｔｈｅｌ)evelopmenLoI

Underdevelopment,/ymzJﾉDJgReude1ulVO１．１８，

Ｎ0.4,1966.（大崎正治ほか訳「世界資本主義
と低開発：収奪の〈中枢一衛星》椴造」柘植

書房、1979年に所収）

*32）同上邦訳書、231-2ページ参照。

*38）本節でのフランク従属論についての要約

は、高良倉成「貿易構造の類型からみた従属

的経済」（｢アジア経済」第35巻６号、１９９４

年）を土台にしている。

*34)たとえば､HobSb5Iwm,ｎJ.,D2d24s”c､。

〃')RPi?鰯WCidG【1肥ldandMcolsoll,1968.浜林

正夫ほか訳『産業と帝国」未来社、1984年、

第９散`,および、Gamble,Ａ､,Britajnin

I〕IJcli【1c12nded.,MacmillaI1,1985.都築忠七ほ

か,i}〈「イギリス凝退】００年史」みすず瞥房、

1987年`，

蝋35）Ilal・lcy1C、ａｌｌ(lDMcCIoskey，ＰＣ肥ign

’n･a(I(?：comPetMoI1andtheexpanding

illI(nrMtioIlalcc()lIomy，ｉｎＲ・ＦｌｏｕｄａｎｄＤ

Ｍ(9Cl()sk()ｙ（eds.),７ＷＰＥtoし、刀J1ｺﾞｲＷ’sZo7v(ﾂﾞ

ﾉﾉﾉ･IMrrlW1AW7(:Ｃノ？(）ＣＩＶＣ1.2,(７ambridgeUPL，

１９８１，ＩＬＯ２．

噸36）その'１１１題はベイロックがlM1ilMしている。

Ilair(〕(91'’１１，晩(J"o"ＪｌＷ:6口??(2Ｗｂ?･UclHfslo妙

帆/"ISM】wｲﾒﾉjrLwln1puwdBTlleUDUversiLｙｏｆ

（1hi(９ilg()l〕r(》ss，ｌ９０ｌｌ,chaI).４，(PlIilp6．

*ll7)()'R()urke,Ｋ・'1.,mmri鵬ａｎｄ０１℃wthinUle

LatG10tllConUllIy,７YhCao↑mmfCJbzLnmL

April2000,ｐｐ､456-83．これはベイロックの

問題拠起を厳密に検証することを態図してな

されたものである。

*38）その構造変化効果の所在を鮮明にしたの

は、労働生産性の国際比較とそのキャッチ

アップ動向を分析したブロードペリーであ

る。BmadbenyiS．Ｎ・mHowDidtheUnited

SlatesandGermaJuyOvertakeBritain?：Ａ

Ｓｅ〔DtoralAI1alysisofComparativeProductMty

lJevGIs,1870-1990171/beJbLonzqIq/ＥＣ”zmlzzc

腕stomVb1.58,Ｎ０．２，Jumel998,ｐｐ､375-407．

*39）これらの数値は、ｕｓ,Departmentof

C()､1ｍ(91℃e，ノHﾉｾﾞSIO流ccMSlczlfsUZcsq/Ｔｈｅ

〔〃zlLIemStcMesb1975・斎膿眞・鰯居泰彦監訳

「アメリカ歴史統計：植民地時代～1970年

（ＩＵ・別巻)」原書房、1986年、表Ul87‐

200および表U274-294に依拠している。

*40）総務庁統計局「日本長期統計総覧（Ⅲ)」

日本統計協会、1987年、表10-3-a、10-3-bに

よる。

*41）Hans０，，０p、Cit・Mitchell，ＢＲ.，

h0Ze7加“dmmJHZstoｼＺｃｑＬＳｍ雄LicsJ4βnicq

AsmqmodOceunz`q2nded.,StocktonPICs8,

1995,ＴﾛbleE1,Ｂ２,Ｅ３．

*鰹)キンドルバーガーによる反証を含む諸論調
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ProductiomShanng?，WPS1871（WOr】dBank

WOrkingPaper),1998.を参照。
*53）Hummels,Ｄ，DRapaport,ａｍｄＫ－ＭＹｉ，

WrticllISI)ecializationandUbeChanging

NaI｣l｢(Ｐ（》ｆＷＯｒｌｄ’IYnde，F1edemUReselPue

ノノα"んqﾉﾉＷｍＹｔｊｒ｣tE)ｾﾘＯＴｍｍｆｃ/℃UicZ/Eeqjie2u，

Juncl998,【)ｐ79-99．

*54）】９９９年４月時点でＦＡＯのホームページに

公開されているデータ（F1AOSTATagriculture

databasc）にもとづく`，

津55）ＵＮＩＤＯ，ハzch」HwiｲｚｌＤＧｍｍｍ‐Ｓ”p(〃

β(HhIw｢!/)(｢ｨｎｂｒｗリノD9R

*ｈ(i）ちなみに、外I災としてい」X,１１１１'１１における産

111データと輪11)人データのいずれかの記戦の

あX,イＮｉ分1ｉｆの延べ数と、産ｌｌＩデーータと輸出

人7'一クのlX刀の,ii〕Iilのある４桁分野の延べ

散とを比較すると、もちろん後者のほうが少

ないのであるが、その減少率（％）は８カ国

（USA・カナダ・韓国・トルコ・スペイン．

コロンビア・ペルーベネズエラ）で１桁台、

７カ国（ポルトガル・インドネシア・フィリ

ピン・ノルウェー･スウェーデン･エクアドル

ホンジュラス）で１０～２０％未満、２０％を若

干超えるのが４カ国（マレーシア・オースト

リア・バングラデシュ・インド）であり、そ

れほど大幅な違いはない。ただ、イギリス

（52％）とフランス（39％）とグアテマラ

（31％）はかなり減少率が大きいから、表中

の欧州ＯＥＣＤおよびラテンアメリカの諸国平

均他にそれに由来する不整合がある可能性は

ある『，しかし幸い、産出データの記救のある

すべての４桁分野をもとに表１１の各分野の産

ｌｌＩ榊成比を求めても、輪１１'入データの紀救も

ある４桁分野の産出データから表中各分野の

厳111櫛成比を求めても、その結果にほとんど

差異はなくそれほどの偏向の原因とはならな

いであろう。

*57）宇野前掲論文（本論文注22)。

については、Sarka口２，TheSinger-Prebisch

Hypothesis：astatisticalevaluation，

CnmmdDeJbⅢmcLlq｢Ebo泥omiCsI10,1986．

参照。またベイロツクの否定的見解は、

Bairoch,opcit.(本論文注36），Partm-10で
示されている。

､43）LaCham，ＡＪ．Ｈ・’７１ｈｅｊＷｅｍｑ０ｉｏｗｌ

Ｅｂｏ１ｚｏｍ‘ｍｚｄｄﾉＯＧ【ﾉﾘzde7qdet）eZOpealI/bγlcU

I865LJ9141CroomHelm,1981.川勝平太・菊
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